
平
成
十
七
年
政
令
第
二
百
十
一
号

原
子
力
発
電
に
お
け
る
使
用
済
燃
料
の
再
処
理
等

の
実
施
及
び
廃
炉
の
推
進
に
関
す
る
法
律
施
行
令

内
閣
は
、
原
子
力
発
電
に
お
け
る
使
用
済
燃
料
の
再
処

理
等
の
た
め
の
積
立
金
の
積
立
て
及
び
管
理
に
関
す
る
法

律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
四
十
八
号
）
第
二
条
第
四
項
第

四
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

（
法
第
二
条
第
四
項
第
四
号
の
政
令
で
定
め
る
行
為
）

第
一
条
　
原
子
力
発
電
に
お
け
る
使
用
済
燃
料
の
再
処
理

等
の
実
施
及
び
廃
炉
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十

七
年
法
律
第
四
十
八
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第

二
条
第
四
項
第
四
号
の
政
令
で
定
め
る
行
為
は
、
次
に

掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
分
離
有
用
物
質
の
貯
蔵
（
法
第
二
条
第
四
項
第
三

号
に
規
定
す
る
再
処
理
等
施
設
に
お
い
て
行
う
も
の

に
限
る
。
）

二
　
法
第
二
条
第
四
項
第
一
号
に
規
定
す
る
再
処
理
関

連
加
工
（
第
五
条
第
一
号
及
び
第
三
号
に
お
い
て

「
再
処
理
関
連
加
工
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
得
ら
れ
た

混
合
酸
化
物
燃
料
（
ウ
ラ
ン
の
酸
化
物
及
び
プ
ル
ト

ニ
ウ
ム
の
酸
化
物
を
含
む
核
燃
料
物
質
（
原
子
力
基

本
法
（
昭
和
三
十
年
法
律
第
百
八
十
六
号
）
第
三
条

第
二
号
に
規
定
す
る
核
燃
料
物
質
を
い
う
。
）
を
い

う
。
）
の
管
理
及
び
運
搬

三
　
法
第
二
条
第
四
項
第
二
号
イ
及
び
ロ
に
掲
げ
る
も

の
の
運
搬

（
再
処
理
等
拠
出
金
の
延
納
等
）

第
二
条
　
使
用
済
燃
料
再
処
理
・
廃
炉
推
進
機
構
（
以
下

「
機
構
」
と
い
う
。
）
は
、
災
害
そ
の
他
や
む
を
得
な
い

理
由
が
あ
る
と
認
め
た
と
き
は
、
特
定
実
用
発
電
用
原

子
炉
設
置
者
の
申
請
に
基
づ
き
、
期
限
を
定
め
て
、
そ

の
者
の
納
付
す
べ
き
法
第
五
条
第
二
項
に
規
定
す
る
再

処
理
等
拠
出
金
（
次
条
に
お
い
て
「
再
処
理
等
拠
出

金
」
と
い
う
。
）
を
延
納
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
　
機
構
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
延
納
を
認
め
た
と
き

は
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
を
経
済
産
業
大
臣
に
報
告
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
延
納
に
つ
い
て
、
法
第
八
条

第
一
項
か
ら
第
七
項
ま
で
、
第
九
条
及
び
第
十
条
の
規

定
を
適
用
す
る
場
合
に
は
、
法
第
八
条
第
一
項
中
「
各

年
度
の
六
月
三
十
日
（
そ
の
年
度
に
特
定
実
用
発
電
用

原
子
炉
設
置
者
と
な
っ
た
者
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
な
っ

た
日
の
属
す
る
年
度
の
翌
年
度
の
六
月
三
十
日
）
」
と

あ
る
の
は
「
原
子
力
発
電
に
お
け
る
使
用
済
燃
料
の
再

処
理
等
の
実
施
及
び
廃
炉
の
推
進
に
関
す
る
法
律
施
行

令
（
平
成
十
七
年
政
令
第
二
百
十
一
号
）
第
二
条
第
一

項
に
規
定
す
る
期
限
（
以
下
「
延
納
期
限
」
と
い
う
。
）

」
と
、
同
条
第
三
項
中
「
第
一
項
に
規
定
す
る
期
限
ま

で
に
同
項
」
と
あ
る
の
は
「
延
納
期
限
ま
で
に
第
一

項
」
と
、
同
条
第
六
項
中
「
第
一
項
の
納
期
限
」
と
あ

る
の
は
「
延
納
期
限
」
と
、
法
第
九
条
第
一
項
中
「
前

条
第
一
項
の
納
期
限
」
と
あ
る
の
は
「
延
納
期
限
」

と
、
同
条
第
二
項
中
「
納
期
限
」
と
あ
る
の
は
「
延
納

期
限
」
と
、
法
第
十
条
中
「
第
八
条
第
一
項
の
納
期

限
」
と
あ
る
の
は
「
延
納
期
限
」
と
す
る
。

（
経
済
産
業
省
令
へ
の
委
任
）

第
三
条
　
前
条
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
再
処
理
等
拠

出
金
の
納
付
方
法
の
細
目
そ
の
他
再
処
理
等
拠
出
金
の

納
付
に
関
し
て
必
要
な
事
項
は
、
経
済
産
業
省
令
で
定

め
る
。

（
廃
炉
拠
出
金
へ
の
準
用
）

第
四
条
　
第
二
条
第
一
項
及
び
第
二
項
並
び
に
前
条
の
規

定
は
、
実
用
発
電
用
原
子
炉
設
置
者
等
に
よ
る
法
第
十

一
条
第
二
項
に
規
定
す
る
廃
炉
拠
出
金
の
納
付
に
つ
い

て
準
用
す
る
。

２
　
前
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
延
納
に
つ
い
て
、
法
第
十
四
条
並
び
に
法
第
十
五

条
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
八
条
第
六
項

及
び
第
七
項
並
び
に
第
九
条
の
規
定
を
適
用
す
る
場
合

に
は
、
法
第
十
四
条
中
「
各
年
度
の
六
月
三
十
日
（
そ

の
年
度
に
実
用
発
電
用
原
子
炉
設
置
者
等
と
な
っ
た
者

に
あ
っ
て
は
、
そ
の
な
っ
た
日
の
属
す
る
年
度
の
翌
年

度
の
六
月
三
十
日
）
」
と
あ
る
の
は
「
原
子
力
発
電
に

お
け
る
使
用
済
燃
料
の
再
処
理
等
の
実
施
及
び
廃
炉
の

推
進
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
平
成
十
七
年
政
令
第
二

百
十
一
号
）
第
四
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
令

第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
期
限
」
と
、
「
な
ら
な
い
。

た
だ
し
、
当
該
廃
炉
拠
出
金
の
額
の
二
分
の
一
に
相
当

す
る
金
額
に
つ
い
て
は
、
各
年
度
の
十
二
月
三
十
一
日

ま
で
に
納
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
あ
る
の
は
「
な

ら
な
い
」
と
、
法
第
十
五
条
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準

用
す
る
法
第
八
条
第
六
項
中
「
同
条
の
納
期
限
」
と
あ

る
の
は
「
原
子
力
発
電
に
お
け
る
使
用
済
燃
料
の
再
処

理
等
の
実
施
及
び
廃
炉
の
推
進
に
関
す
る
法
律
施
行
令

（
平
成
十
七
年
政
令
第
二
百
十
一
号
）
第
四
条
第
一
項

に
お
い
て
準
用
す
る
同
令
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る

期
限
（
以
下
「
延
納
期
限
」
と
い
う
。
）
」
と
、
法
第
十

五
条
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
九
条
第
一

項
中
「
第
十
四
条
の
納
期
限
」
と
あ
る
の
は
「
延
納
期

限
」
と
、
「
同
条
」
と
あ
る
の
は
「
第
十
四
条
」
と
、

法
第
十
五
条
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
九
条
第
二
項
中

「
納
期
限
」
と
あ
る
の
は
「
延
納
期
限
」
と
す
る
。

（
機
構
の
業
務
の
委
託
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
者
）

第
五
条
　
法
第
五
十
条
の
政
令
で
定
め
る
者
は
、
次
の
各

号
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。

一
　
核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉
の
規
制

に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
百
六
十
六

号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
原
子
炉
等
規
制
法
」

と
い
う
。
）
第
十
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
加
工
事

業
者
（
原
子
炉
等
規
制
法
第
十
三
条
第
二
項
第
三
号

に
規
定
す
る
加
工
の
方
法
と
し
て
再
処
理
関
連
加
工

に
該
当
す
る
も
の
を
行
う
も
の
と
し
て
同
条
第
一
項

の
許
可
を
受
け
た
者
に
限
る
。
）

二
　
原
子
炉
等
規
制
法
第
五
十
一
条
の
二
第
一
項
の
許

可
（
同
項
第
二
号
又
は
第
三
号
に
係
る
も
の
に
限

る
。
）
を
受
け
た
者

三
　
日
本
国
政
府
と
一
の
外
国
政
府
と
の
間
の
原
子
力

の
研
究
、
開
発
及
び
利
用
に
関
す
る
条
約
（
当
該
条

約
の
相
手
国
（
以
下
単
に
「
相
手
国
」
と
い
う
。
）

に
お
い
て
法
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
再
処
理

（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
再
処
理
」
と
い
う
。
）
を

行
わ
な
い
旨
を
規
定
し
て
い
る
も
の
を
除
く
。
）
の

相
手
国
に
お
い
て
再
処
理
を
行
う
者
（
再
処
理
を
行

う
こ
と
に
つ
き
、
当
該
相
手
国
の
法
令
の
規
定
に
よ

り
原
子
炉
等
規
制
法
第
四
十
四
条
の
指
定
と
同
種
類

の
指
定
又
は
こ
れ
に
類
す
る
許
可
そ
の
他
の
行
政
処

分
を
受
け
て
い
る
者
に
限
る
。
）
又
は
再
処
理
関
連

加
工
を
行
う
者
（
再
処
理
関
連
加
工
を
行
う
こ
と
に

つ
き
、
当
該
相
手
国
の
法
令
の
規
定
に
よ
り
原
子
炉

等
規
制
法
第
十
三
条
の
許
可
と
同
種
類
の
許
可
そ
の

他
の
行
政
処
分
を
受
け
て
い
る
者
に
限
る
。
）

附
　
則

こ
の
政
令
は
、
法
の
施
行
の
日
（
平
成
十
七
年
十
月

一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
八
年
九
月
三
〇
日
政
令
第
三

一
九
号
）

こ
の
政
令
は
、
改
正
法
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
八

年
十
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
六
年
三
月
二
五
日
政
令
第
六
二

号
）

こ
の
政
令
は
、
令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
。
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